






















































うでは 1999 年 6 月 10 日、旧経営陣 3 名が逮捕され、その後、起訴されています。また、民事の




では 1 件、民事では計 6 件の訴訟が識別されました。これらそれぞれについて訴訟関係者、争わ
れた事柄、判決および公表された判例、そして責任の有無についてまとめてあります。このうち
刑－ 1、民－ 1、そして最後の民－ 6 が財務報告に関連した訴訟となっております。これら 3 件
については、この後の説明でさらに詳しく触れていきたいと思います。








とと想定されます。加えて、長銀裁判の特徴は、同じ違法配当の論点で争った刑－ 1 と民－ 1 の
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1998 年 3 月期だけでなく、それより前の期間についても見ておく必要があると考えます。
　そこで以下では、1990 年から 1997 年の長銀財務報告と 1998 年の長銀財務報告の 2つに分けて、
それぞれの財務報告を見ていきたいと思います。


























































　以上、ここまでが 1990 年から 1997 年までの長銀財務報告についてです。次は、1998 年の長
銀財務報告について見ていきたいと思います。
　1990 年代後半には、金融機関を取り巻く制度環境は 2 つの重大な転換を迎えました。第 1 の






　第 2 の転換は、1998 年 6 月の金融監督庁の発足です。これにより、それまで大蔵省が所管し
た金融検査部門、銀行・証券両局の金融機関監督部門、証券取引等監視委員会が金融監督庁に移
管されたことで、銀行監督の担い手が変わり、監督姿勢も変わったということになります。





























　最高裁判決は、内容に具体性や定量性が乏しく、明確性を欠いていた新会計基準は 1998 年 3















































































































































































































① (借) 貸倒引当金繰入額 XX (貸) 貸倒引当金 XX











































































































































• 約2716億円 • 約5846億円
準拠した場合の
経済的帰結 ‐
• 無配はもとより、自己資本比率が
大幅に低下し、早期是正措置の
発動が必要な状況に
18
出所：『日本経済新聞』1998年10月20日をもとに作成
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シート 19
「適正表示」の観点からの長銀財務報告
 司法の場では「適正表示」の観点からの長銀財務報告は検討されず
• 法律学者の間では、司法の結論は概ね肯定的に捉えられる（久保 2012）
• 「より一般化して理解するならば、例えば、イギリスなどのように、個別の会
計基準に従っているか否かを問わず、真実かつ公正なる概観を示さないこ
とが会社法違反にあたるという考え方はわが国の（平成17年改正前）商法
や証券取引法の解釈としては採用しないという立場を採ったものと理解す
るのが最も無理がない」(弥永 2009, 47)
 補足意見は、1998年3月期の長銀財務報告の「適正表示」を疑問視
• 会計は法的形式よりも経済的実質を重視する考え方(substance over form)
• 新会計基準が形成された背景...旧会計基準に準拠した財務報告では不良
債権の実態を正確かつ客観的に把握できない、との問題意識
• 長銀判決をどのように受けとめるか
 「取締役による具体的な会計処理方法の選択の合理性」こそが問われて
然るべきであったとの見解（片木 2013）
 「極めて問題のある判断」との会計学者の見解（守屋 2012)
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シート 20
会計・監査の役割
 経営者が企業の財政状態および経営成績を適正に表示する財務諸表を作成
することによって、また会計・監査の職業的専門家である公認会計士が財務
諸表の適正表示に対して合理的保証を与えることによって、利害関係者の意
思決定に有用な情報を提供すること
• バブル期の会計・監査は機能不全
 長銀監査をめぐる責任追及
• 監査を担当した太田昭和監査法人に対してRCCと株主から民事訴訟2件
 RCCとの訴訟（民‐6）は監査法人側が法的責任を認めることなく和解
 株主から提起された訴訟は、粉飾決算の存在自体が認められなかった
ため請求棄却
• 大蔵省および日本公認会計士協会の調査
 おそらく行政処分や懲戒処分等なし
• 法人内調査
 1998年3月期の長銀監査には問題なしとの結論
20
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シート 21
公認会計士監査をめぐる論点
 論点1：公認会計士監査の役割は「会計基準準拠性の判断」と「適正表示の判
断」のどちらに重きが置かれるのか
• 監査の古典文献や教科書は、監査の本質は後者の役割にあると説明
• ∵基準開発が実務に後れをとる場合や経済環境が著しく変化する場合な
ど、会計基準は時に不完全となる（極めて稀）
• 1990年代の銀行会計…
 バブル経済崩壊という経済環境の激変をむかえながら、会計基準は長
年変化に硬直的
 1998年になってようやく形成された新会計基準は、解釈や適用に相当の
幅を残す弱点のあるもの
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公認会計士監査をめぐる論点
 論点2：公認会計士が実際に基準準拠性を超えた適正表示判断に基づき監査
意見を表明できるか
• わが国には、イギリスやアメリカのように、会計基準を適用することがかえっ
て財務報告の適正表示を損なう場合には、既存の会計基準からの離脱を
認める「離脱規定」が存在しない
 会計基準に不完全性がある場合、公認会計士は、ある意味「悪法も法
なり」と当該会計基準を守らざるを得ない
• 銀行業の監査
 銀行業の会計は監督官庁の影響を強く受ける
 監査の担い手である公認会計士を規制監督するのもまた銀行業と同じ
監督官庁
 ＝銀行監査において会計基準から離脱する、または会計基準に準拠し
ていても不適正意見を表明するということは、公認会計士が監督官庁に
背くことを意味する
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